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Abstract

Theaimofthispaperistoanalyzeprogressinseniorhighschoolreformbasedonmaterialfrom

boardsofeducationineachprefecture,andcontributetoverifyinghighschoolreformbygoing

overnewtypesofhighschoolsandreviewingtheirachievementsandchallenges.

Theadventofaperiodoffallingstudentnumbershasmadeserioushighschoolreformpossible,and

overthepastdozenorsoyears,highschoolreformhasgonefromreformimplementedatthe

individualschoolleveltoapatternofimplementingcoherentreformwhileconceptualizingan

overallimageofhighschoolreform.Inthisprocess,alongsidetheadvancingdeclineinstudent

numbers,schoolconsolidationswerealsoadoptedasanimportantadjustmentmethod,and

educationalreformpickeduppace,centeringontheestablishmentofnewtypesofhighschools.

Increaseddiversificationandflexibilityinhighschooleducationhasgraduallybeenachieved,via

councilreportsandplanmaking.Thefirstoutcomeofhighschoolreformhasbeentherealizationof

agoaltobecomemorediversifiedandflexible.Thesecondoutcomehasbeenthepromotionof

reorganizationandadjustment.Thethirdoutcomehasbeenthatthreepointershavebeenobtained

regardingapproachestohighschooleducation:1.Diverseeducationactivityisrestrictedby

reducingthescaleofschools;2.Newsystemsfunctiononlyincombinationwithappropriate

managementstructuresandlabor;and3.Achievingguaranteedacademicability,ifleftupto

students'freechoice,isnoteasyandmeasuresareneeded.

Meanwhile,astochallengestoimplementinghighschoolreform,ithasbecomeclearthat:1.Due

tothetightfinancesinrecentyearstherequisitearrangementsarenotproperlyinplace,and

retreatandstagnationinreformcanbeseen;2.Thesequentialimplementationofanewreform

menugivesrisetoasituationwheretheeffectsofestablishedreformsdecline;3.Newtypesofhigh

schoolsarenotnecessarilybeingoperatedaccordingtotheprinciplesonwhichtheywere

established,therearedeviationsintheschools'management;and4.Measureshavetobetakenin

responsetofallingstudentnumbers.

Therearelimitstothepromotionofgreaterdiversificationandflexibility,andnow,withhighschool

reformhavingenteredanewphase,thereisaneedtosearchfornewapproachestohighschool

reformthatareefficientandareappropriatetoasocietywithadecliningbirthrate,basedonthe

resultsandaccumulationofhighschoolreformthathasbeenimplementeduptonowinthepursuit

ofgreaterdiversificationandflexibility.
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1.は じめ に

(1)生 徒 の多様化 と急増期

中学校 か ら高等学校へ の進 学率 は昭和30年 頃には5割 であったが、その後急激 に上昇 し、昭和40

年代後半には、9割 を超 えるまでになった。 この数字の意味す るところは、以前 にもま して、高等

学校は多様 な生徒を受 け入れなけれ ばな らなかった とい うこ とである。 この よ うな事態に対 して、

どのよ うな対応 を図るかについて本格的な検討 が始まったのは昭和50年 代に入 ってか らである。

昭和54年 に都道府 県教育長協議会 は、多様 な生徒に対応す る高校教育の改善方策 を提言 した。類

型制、習熟度 に応 じた指導、単位制 、6年 制高等学校 、地域 に開かれ た高等学校 な どである。

隣接 して新設 された二校間で、生徒は相 手方 の高校 の開設科 目も履修できた神奈川 県立弥栄東高

校 ・弥栄西高校(昭 和58年 設置)や 、三校 を合 わせた よ うな規模 の学校 を新設 し、幅広い選択科 目

を設 け、従来 では考え られない生徒 の 自由な授業選択 を可能 とした埼玉県立伊奈学園総合 高校(昭

和59年 設置)な どが、当時最先端 の高等学校 として全 国的に注 目を集 めた。 しか し、 この時代の高

校教育改革 は単発 的な動 きにとどまった。

その最大 の理 由は、第二次ベ ビー ブームの時期 に生まれ た世代 が高校進学の時期 に入 った生徒急

増期であったこ とにある。高校 生徒数の ピ0ク は平成元年 であ り、その数は564万4千 人であった。

それまで多 くの都道府県 では、高校増設のほか臨時学級増や臨時学級定員増 も行い、公 立高校のみ

な らず私立高校 も協力 しなが ら急増対策に取 り組んだのである。(1)

(2)生 徒減少 と教育改革

教室や校舎 な どの生徒 の学習す る場所の確保 に追われ た生徒急増期 は、「量的整備 」の時代 と呼ぶ

ことができるが、 これ に対 して減少期は、高校教育の中身 を充実す る 「質的整備」の時代 である。

それまでなかなか取 り組 めなかった高校教育改革 によ うや く集 中できるよ うになった とい うこ とが

できる。当時の文部省 の教育 白書 『我が国の文教施策』において、「高等学校教育 の改革」とい う小

見 出 しが登場す るのは、平成2年 のこ とである。(2)

臨時教育審議会(昭 和62年 最終答 申)や 中央教育審議会 を経 て、国が取 り組 んだ具体的な施策は、

高校教育の多様化 と弾力化であ るが、それは制度改革に代表 され る。主な制度改革 をあげれ ば、定

時制課程へ の単位 制の導入(昭 和63年)、 定時制 ・通信制課程 の修業年限 を 「4年以上」か ら 「3年

以上」 とす る弾力化(昭 和63年)、 全 日制課程への単位制の導入(平 成5年)、 総合学科の設置(平

成6年)、 中高一貫教育の導入(平 成11年)が あ る。一言で言 えば、 「新 しいタイ プの高校」 と称 さ

れ る高校 の設置が可能 となったのである。

また、平成5年 度 か ら12年 度 までの第六次教職員定数改善計画では、多様 な教科 ・科 目の開設等

に応 じた加配や新 しいタイプの高校 ・学科への加配 な ども設 け られ るよ うになった。13年度以 降も、

このよ うな高校改革を支 える人的措置の拡充が図 られた。

(3)本 稿 の 目的

以上、高校教育改革 の背景 と初期 の動 きを概観 した。現在、高校生徒数の ピー クか らす でに20年

近 くが経過 してい る。高校教育改革 は未だ進行 中であ るが、高校教育改革開始 か らの経過年数や今

日 「確 かな学力]を は ぐくむ ことが我が国の教育の課題 とされていることを考 えると、これまでの高

校教育改革 を検証す る時期 に来ている と考え られ る。
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高等学校教育改革の動向と課題

そ こで本稿 では、各都道府 県の教育委員会資料 を基に高校教育改革 の動向を整理す るとともに、

高校教育改革 のメル クマール ともいえる新 しいタイプの高校 を取 り上 げ、その成果 と課題 を検討す

るこ とに よ り、高校教育改革の検証 に資す ることを 目的 とす る。

なお、資料 の制約等 か ら、分析対象 を都道府県立高等学校 に絞 ることとす る。 また、教育改革に

は内容面 と制度面があるが、 ここでは制度 面を中心に取 りあげ る。

2.高 校教育改革の動向

(1)都 道府県における高校教育改革の検討と計画

1)高 校教育改革と再編整備

高校教育の革新を図ることが高校教育改革であるが、これに近い内容を持つのが、高校再編整備

である。高校再編整備とは、既存の学校の課程や学科等のまとまった変更、学校間における課程や

学科の入れ替え、学校統廃合等を意味する。しかし、そこに総合学科を設置するなどの新しい改革

の要素が加われば、それは高校教育改革でもある。今 日の高校教育改革は、生徒の減少に伴って本

格的に動き始めたと述べたが、実際に再編整備と組み合わせて進められることが多く、区別をする

ことが容易ではないし、区別 しても余り意味がないと思われる。そこで以下では、今後の高校教育

の在り方を描く高校教育改革と再編整備を合わせて検討していくこととする。

2)高 校教育改革 ・再編整備の基本プロセス

表1は 、全国都道府県教育委員会の資料をもとに、平成2年 度以降20年末までの各都道府県の高

校教育改革や再編整備の検討及び計画策定の状況を整理したものである。(3)

関係各方面に影響の大きい施策を導入する場合には、一般的に、関係者や専門家など外部委員に

よる審議会が設けられ検討されるが、都道府県立高等学校を対象にまとまった規模の高校教育改革

や再編整備を実施する場合も例外ではない。

同表から読み取れるように、一般的に、審議会(検 討委員会や協議会など様々な名称で呼ばれる

ことがある)の 答申を受けて、都道府県教育委員会は基本的な方針を定め、中長期的な基本計画や

実施計画を策定している。(4)この一連の流れを、都道府県の高校教育改革や再編整備の基本プロセ

スと呼ぶことができる。

ただし、注意が必要なのは、審議会を立ち上げ幅広く検討する以前に、個別学校の教育改革や再

編整備について取り組む府県は少なくなかった点である。総合学科高校を例にとれば、2校 を統合

改編 し、東京都で最初の総合学科高校となった晴海総合高校は平成8年 に開校 しているが、東京都

の 「都立高校長期構想懇談会」の報告がとりまとめられたのは平成9年 になってか らである。また、

平成11年 に教育振興ビジョン策定員会が答申を行い、その答申が、その後の高等学校再編活性化の

検討の基礎となっている三重県は、すでに平成6年 に既設校の学科改編 とい う形をとりながら、全

国で最初の総合学科を設置している。

(2)審 議会答 申や計画 にみ る高校教育改革の動 向

1)審 議会答 申や計画策定

平成20年12,月 現在 、高校教育改革 に関す る審議会答 申は、47都 道府県全で出 されてお り、その う

ち43都 道府県 では数年 か ら10年 程度 の中長期 的な計画が策定 されている。(4)ま た、計画 が策定 され

ていない県において も、答 申や 、答 申を受けて教育委員会 が とりま とめた基本 的な方針 に則 り、年
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表1高 校教育改革 ・再編整備に関す る審議会答 申及び計画策定状況
く平成20年12月現在〉

1 北海道

3.8高 等学校生徒減少期対策懇談会→7.3公 立高等学校適正配置の課題 と見通し→10.3第3次 教育長期総合計画→12.3教

育計画推進会議→12.6公 立高等学校配置の基本指針と見通し→13.8産 業教育審議会→15.3第3次 教育長期総合計画後期

実施計画→17.12高 校教育推進検討会議→18.8新 たな高校教育に関する指針→19.9公 立高等学校配置計画(以 降毎年度)

2 青森

9.3第3次 長期総合教育計画→11.2教 育改革推進検討会議→12.10県 立高等学校教育改革実施計画一第1次 一(素案)→

16.7第2次 実施計画(案)→16.10第2次 実施計画→19.10高 等学校グランドデザイン会議→20.1県 立高等学校教育改革

第3次 実施計画(素 案)→20.3第3次 実施計画(案)→20.8第3次 実施計画

3 岩手

3.12第7次 教育振興基本計画→8.3同 後期実施計画→10.9県 立高等学校長期構想検討委員会→12.1県 立高等学校新整備計

画→16.1同 後期マスタープラン→16.8後 期計画(案)→17.1後 期計画策定の基本的考え方→17.7県 立高等学校新整備計

画(後 期計画)→18.3新 しいタイプの学校に関する検討委員会→20.3～ 第2次 県立高等学校長期構想検討委員会

4 宮城

6.2、7.7魅 力ある県立高校づくり推進会議→9.3学 校教育長期計画→11.10県 立高校将来構想検討素案→12.10(中 間案)→

13.3県 立高校将来構想→16.3県 立高校の後期の再編について→18.2産 業教育審議会→20.7～ 県立高等学校将来構想審議

会

5 秋田
6.1第4次 県高等学校改善整備計画→11.6「新時代に対応する高等学校教育」構想委員会→12,7第5次 県高校総合整備計画

→17 .7後 期計画

6 山形

7.3第4次 山形県教育振興計画〈同審議委員会〉→11.3第4次 教育振興計画(改訂)〈教育問題懇談会〉→16.3県 立高等学校将

来構想検討委員会→16.3第5次 教育振興計画〈同審議委員会〉→17.3県 立高校教育改革実施計画→18.1同 更新版→20.1中

高一貫教育の在り方に関する検討委員会

7 福島
5.3第4次 長期総合教育計画→5.6学 校教育審議会→9.6県 立高等学校改革計画第1次 まとめ→11.3第2次 まとめ→11.6

県立高等学校改革計画→13.3第5次 長期総合教育計画→15.3中 高一貫教育実施計画→17.12第5次 改訂版

8 茨城
7.12い ば らき教育プラン(第8次 教育計画)→11.4、12.2高 等学校審議会→13.9高 校教育改革推進会議→14.6県 立高等学

校再編整備の基本計画→15.2前 期実施計画→18.2後 期実施計画

9 栃木

8.1と ちぎ新時代創造計画三期計画→12.7学 校教育の在 り方検討委員会→15.1新 時代の学校づくり推進会議→15.7県 立高

等学校再編基本計画案→16.3同 基本計画 ・前期実行計画→18.1県 立高校再編計画推進会議→20.12県 立高等学校再編後期

実行計画

10 群馬
7.3後 期 中等教育審議委員会→8.3教 育総合計画→11.2新 ぐんま教育ビジョン→13.9学 校教育改革推進計画策定委員会→

14.2高 校教育改革基本方針→17.11～ 県立学校教育改革推進検討委員会

11 埼玉

3.2学 校改編推進協議会→5.12高 等学校教育振興協議会→9.2高 等学校中期構想検討専門部会→11.3県 立高校将来構想懇

談会→12.321世 紀いきいきハイスクール構想→13.3同 推進計画→14.1前 期再編整備計画→16.1同 推進計画(中 期を中

心とした計画)→18.10県 立高等学校の中期再編整備計画(第2期)→20.6～ 推進計画懇談会→20.1121世 紀 いきいきハ

イスクール推進計画(後期)(案)

12 千葉

7.3高 等学校将来計画協議会→8.3高 等学校将来計画協議会→12.2高 等学校将来計画協議会→12.7県 立高等学校再編計画

(素案)→13.9(案)→14.7(最 終案)→14.11第1期 実施プログラム→16.5第2期 実施プログラム→18.12第3期 実施プログ

ラム

13 東京
9.1都 立高校長期構想懇談会→9.9都 立高校改革推進計画 ・第1次 実施計画→11.10都 立高校改革推進第2次 実施計画→

14.6都 立高校改革 ・新配置計画(案)→14.9産 業教育審議会→14.10都 立高校改革推進計画新たな実施計画

14 神奈川
10.9県 立高校将来構想検討協議会→11.8県 立高校改革推進計画案→11.11県 立高校改革推進計画→12.10新 校設置基本計

画案→16.7県 立高校改革推進計画後期実施計画(骨 子案)→16.10(案)→17.3後 期実施計画

15 新潟
4.3高 等学校検討委員会→8.2産 業教育審議会→8.3第7次 総合教育計画→11.11今 後の本県高校整備の方向について→

14.3中 長期高校再編整備計画骨子(案)→14.12中 長期高校再編整備計画(以 降、毎年度実施計画案)

16 富山
11.3高 等学校教育課題研究協議会→11.10高 校再編計画(第一段階)方針→14.5県 立高校の将来構想(素 案)〈同懇談会〉→

18.3県 立高校将来構想策定委員会→19.12県 立学校振興計画基本計画→20.12前 期実施計画

17 石川
9.3高 等学校再編整備検討委員会→11.5高 等学校の再編整備に関する基本指針(要 旨)・全 日制高等学校の再編整備案→15.1

学校教育振興 ビジョン→19.10県 立高等学校の活性化推進計画

18 福井 10.3高 等学校教育問題協議会→16.2教 育振興ビジョン→20.10高 等学校教育問題協議会

19 山梨

7.8新 しい高校づくり研究協議会→8.3高 等学校整備新構想→12.7新 しい高校づくり課題研究協議会→12.12庁 内検討委員

会→15.7第2次 新 しい高校づくり課題研究協議会→16.3庁 内検討委員会→20.10～ 県立高等学校整備構想(仮 称)検 討委

員会

zo 長野
7.3教 育長期構想→10.6高 校教育の改善充実にっいて→15.6多 部制・単位制高校検討委員会→17.3高 等学校改革プラン検

討委員会→18.3高 等学校改革プラン実施計画→19.6高 等学校改革プランの今後の進め方について→20.9再 編計画の骨子

21 岐阜
10.3フ ロンティアプラン"教 育21"研 究委員会→13.3学 校改革委員会→13.12高 等学校活力向上検討委員会(生 徒いきい

きプラン)→14.4「 生徒いきいきプラン」整備方針 ・実施計画

22 静岡
11.11高 等学校長期計画検討委員会→12.2高 等学校長期計画→17.1高 等学校第二次長期計画検討委員会→17.3第 二次長期

計画→19.9産 業教育審議会

23 愛知
7.1定 時制 ・通信制教育検討会議→13.3県 立高等学校適正規模等検討会議→13.11県 立高等学校再編整備基本計画→14.6

実施計画(第1期)→15.10実 施計画(第1期2次 分)→18.11実 施計画(第2期)→19.11実 施計画(第2期2次 分)

14
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24 三重

9.11新 しい総合計画→11.3教 育振興ビジョン策定委員会→12.3高 等学校再編活性化推進調査研究委員会→13.2高 等学校

教育改革推進協議会→13.5県 立高等学校再編活性化基本計画→14.3第1次 実施計画→16.12第2次 実施計画→20.3第3次

実施計画

25 滋賀
6.8学 校教育改善推進協議会→8.3産 業審議会→14.3県 立高等学校将来構想懇話会→17.10産 業教育審議会→20.7～ 県立学

校の在り方検討委員会

26 京都

4.11高 校教育検討委員会→9.3産 業審議会→14.1府 立学校の在 り方懇話会→14.1産 業教育審議会(提 言)→14.12府 立高校

改革推進案→15.3府 立高校改革推進計画1→15.7第1次 実施計画→16.7府 立高校改革推進計画皿→17.3第2次 実施計画

→17 .7山 城地域における府立学校再編整備計画→18.3第4次 実施計画→18.12柔 軟 な教育システムに係る懇談会(ま とめ)

→20 .3第5次 実施計画

27 大阪

7.4学 校教育審議会→10.5学 校教育審議会→11.2産 業教育分科会→11.4教 育改革プログラム→11.11全 日制府立高等学校

特色づくり・再編整備第1期 実施計画→14.5学 校教育審議会→14.6今 後の特色づくり・再編整備に係る基本的考え方→15.5

学校教育審議会→15.11府 立高等学校特色づくり・再編整備計画(全 体計画)

zs 兵庫

6.4高 等学校教育に関する懇話会→11.6全 日制高等学校長期構想検討委員会→12.2県 立高等学校教育改革第一次実施計画

→15 .9第 一次実施計画に係る後期計画推進委員会→15.12後 期計画の推進→19.3県 立高等学校長期構想検討委員会→20.2

第二次実施計画

29 奈良
13.9県 立高校将来構想審議会→14.6県 立高校再編計画策定委員会(中 間報告)→15.6県 立高校再編計画策定委員会→15.6

県立高等学校年次計画

30 和歌山
12.3き のくに教育協議会→16.3き の くに教育協議会(第4期)→16.8県 立高等学校再編整備計画(案)→17.5県 立高等学

校再編整備計画 ・第1期 実施プログラム

31 鳥取
8.9高 等学校教育審議会(6期)→9.7産 業教育審議会→10.3高 等学校教育改革基本計画→11.3実 施計画[第 一次]→12.3実

施計画→15.10高 等学校教育審議会(7期)→16.9産 業教育審議会→18.8～ 教育審議会

32 島根
2.12県 立学校再編成検討委員会→10.321世 紀に向けた県立学校づくり検討委員会→11.11県 立学校再編成基本計画→14.11

定時制 ・通信制課程再編成検討委員会→16.6県 立学校後期再編成計画→20.3魅 力と活力ある県立高校づくり検討委員会

33 岡山
2.3高 等学校教育研究協議会→12.2高 等学校教育研究協議会→14.3県 立高等学校教育体制整備実施計画→15.3高 等学校の

新 しい構想づくり懇話会→17.3新 しい構想に基づく高等学校づくり推進事業拡大研究委員会

34 広島

7.8高 等学校中長期ビジョン→9.4高 校教育改革の推進方針→9.7定 時制通信制課程における教育のあり方について→9.8

高校教育改革に係る特色ある学校づくり等について→11.8県 立高等学校の規模及び配置の考え方→13.10高 校教育改革推

進協議会→14.3県 立高等学校再編整備基本計画→15.6専 門高校・専門学科再編整備第1次 実施計画→20.6再 編整備基本計

画(H21～25年 度)→20.8地 方産業教育審議会

35 山ロ
9.3魅 力 ある学校づくり推進協議会→10.3教 育 ビジョン→11.3県 立高校の在り方検討委員会→15.3中 高一貫教育推進合同

検討会議→17.3県 立高校将来構想(同 検討協議会)→17.9県 立高校再編整備計画→20.7同(H20～23年 度計画)

36 徳島
7.2教 育振興協議会→11.4高 等学校教育改革推進委員会→12.2教 育振興審議会→12.3教 育振興基本構想→13.4高 等学校教

育推進本部→14.2高 校教育改革推進計画→18.2高 校教育改革再編検討委員会→18.3高 校再編方針

37 香川

6.12高 校教育問題研究協議会→12.8県 立高校の学校・学科の在 り方検討会議→13.3県 立高校の再編整備基本計画(前 期計

画)→16.10再 編 整備実施計画→17.3基 本計画(後 期計画)→17.6中 高一貫教育校の在り方検討委員会→19.3定 時制・通

信制ステップ・アップ協議会→19.12基 本計画変更(定 時制 ・通信制)→20.9学 校 ・学科の在 り方検討会議

38 愛媛
3.県 立高等学校職業教育検討委員会→7.12県 立高等学校教育改革検討委員会→12.12高 等学校教育検討委員会→15.12県

立高等学校再編整備計画→19.11県 立学校再編整備検討委員会→20.8県 立学校再編整備計画(H21～H25)

39 高知

6.10県 立高等学校教育問題検討委員会→12.9産 業教育審議会→12.11県 立高等学校教育問題検討委員会→15.11県 立高等

学校再編計画 ・第1次 実施計画→16.6県 立高等学校の学科の改変について→17.12第2次 実施計画の基本方針→18.9第2

次実施計画

40 福岡 11.7県 立学校教育振興計画審議会→11.12県 立高等学校再編整備基本計画→12.12第1次 実施計画→17.3第2次 実施計画

41 佐賀
5.7県 立学校整備計画審議会(中 間報告)→7.2同(最 終報告)→14.2県 立高等学校再編整備審議会→14.10県 立高等学校

再編整備第1次 実施計画→17.2専 門高校等の再編計画について→20.11第 二次実施計画(案)

42 長崎
7,4第 一期教育振興懇話会→11.3第 二期教育振興懇話会→12.11高 校改革推進会議→13.2県 立高等学校教育改革基本方針→

14.2第1次 実施計画→15.4第 二次実施計画→17.3第 三次実施計画→20.3第 四次実施計画→20.11第 二期高校改革推進会議

43 熊本
11.12県 立高等学校教育整備推進協議会→12.7産 業教育審議会→18.3県 立高等学校教育整備推進協議会(第 二期)→19.10

県立高等学校等再編整備等基本計画 ・同実施に向けた準備のための計画(前 期)

44 大分
5.5学 校教育審議会→11.7公 立高等学校適正配置等懇話会→16.12高 等学校改革プラン検討委員会→17.3高 校改革推進計

画→20.1高 等学校再編整備懇話会(検 討素案発表)→20.8後 期再編整備計画

45 宮崎

7.3県 立高等学校教育整備計画推進協議会→7.6県 立高等学校教育整備計画→13.3県 立高等学校教育改革推進協議会→

14.5再 編整備策定の基本的考え方→15.1県 立高等学校再編整備計画→16.5産 業教育審議会→19.3産 業教育審議会→[毎

年度学校教育改革推進協議会]

46 鹿児島
8.2公 立高等学校再編整備に関する審議会→8.9新 公立高等学校再編整備計画(第 一期)→14.10公 立高等学校改革推進協議

会(中 間報告)→15.2同(最 終報告)→15.10か ご しま活力ある高校づくり計画一基本計画一

47 沖縄
7.9県 立高等学校編成整備計画策定の基本方針→12.9県 立高等学校編成整備の基本方向(同懇話会)→14.3県 立高等学校編

成整備計画

注)数 字は審議会答申や計画公表の年月(平 成)。 ゴシックは平成13年 度以降の審議会答申や計画。

15



次計画の中で実現に取 り組んでいる。

平成10年 には、高校教育改革や再編整備 に関す る審議会答 申がま とめ られていた都道府県 は33を

数 えたが、それ を受けて中長期 の計画 を策 定 してい るのは、北海道 、宮城 県、福 島県、群馬県、東

京都、新潟県、鳥取県、宮崎県、鹿児島県の9都 道県に とどまった。 この うち、北海道 、宮城県、

群馬県、新潟県の4道 県 は高等学校 のみ を対象 とす る計画 ではな く、小学校や 中学校等 も含 めた総

合的な教 育計画の中に盛 り込まれ たものであった。

この よ うに10年 間の変化か らは、教育改革 ・再編整備 の検討は全 国的 に急速 に進んでいるこ とが

分 かる。

2)繰 り返 えされる検討

次 に、 この進展は どのよ うな動 きに基づ くのか。都道府県 ごとに検討の経過 を追 ってい くと、第

一 に
、従来審議会を設 けて高校教育改革等について検討 してこなかった府 県で、審議会設置 による

検討が始 まった ことがあげ られ る。第二に、審議会設置 を繰 り返 し行い、段 階を追 って検討 が行わ

れ てい ることである。表1に 示す期 間に、審議会 を複数 回設 けているのは実に28府 県に昇 る。例 え

ば、高知県では平成6年 に 「県立高等学校教育 問題検討委員会」が答 申を行 い、平成12年 にも同名

の審議会 が答 申を行 った。また、長崎県では、平成7年 に 「第一期教育振興懇話会 」、11年 に 「第二

期教育懇話会」、12年 に 「高校改革推進会議」、20年 に 「第二期高校改革推進会議」がそれ ぞれ答 申

を とりま とめてい る。

計画についても、数年 の期間を経 て策定が繰 り返 され るこ とも少 な くない。例 えば、岩手県では

平成12年 に 「県立高等学校新整備計画」、17年 に同計画の後期計画」を策定 している。また、秋 田県

では、平成6年 に 「第4次 高等学校改善整備計画」、12年 に 「第5次 高等学校 改善計画」を策定 して

いる。

3)検 討の進展

図1は 、表1を もとに、審議会の答 申、教育委員会 に よる基本 的な方針 の公表、基本計画の策定、

実施計画の策定の各 時期 を図示 したものである。網がけは、図に掲 げる審議会答 申や計画 に基づ く

全 日制高等学校の統廃合(募 集停止 を含む)の 実施期 間を示 している。つま り、網がけのない県で

は、20年 度 まで全 日制高等学校 の統廃合が行 われていないこ とを表す。 この よ うな県は、福 島県、

福井県、滋賀県、熊本県 の4県 である。

図か ら読み取れ る第一 は、特に平成11年 度以 降に、答 申や基本 的方針の公表 そ して計画策定が進

んでい ることである。

第二に、上記第一点は基本計画や実施計画 の策定の頻度 とも関連 が見 られ る。すなわち、平成11

年度以降に計画策定を行 う府 県が増 えてい る。それまでは、中長期 の計画 を公表 して教育改革 を推

進す るとい う形 をとらず、個別学校 ご とに対応 した り、年次計画の中で進め られ ることが多 かった

とい える。

第三に、平成10年 以前 には、平成7年 の広 島県の 「中長期 ビジ ョン」や同 じく平成7年 の沖縄の

「県立高等学校編成整備計画策 定の基本方針」 な ど、審議会 を設 けるこ とな く教育委員会 で基本方

針等 を策 定す るケ0ス が散見 され るこ とである。 ところが平成11年 度以降は、上記の広島県 もそ う

であるが、まず審議会 を設 け、計画、実施 に至 る とい う先述の基本 的なプ ロセスを踏む ことがごく

普通 となった。っま り全 国的に、検討か ら実施 に至 る過程 が関係者以外 にも分 りやす くな り、その

よ うなや り方 が定着 してきた とい うこ とができる。
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図1 高校教育改革 ・再編整備の検討及び計画の時期
〈平成20年12月 現在〉

年度(平 成)6 7 8 910 11 12 13 1415 16 17 18 19 20

1北 海 道 □h3.8■ ◎3次 口 ｠ ◎3次 後期 口 ｠ ・

2青 森 ◎3次 口 ●1次(素 案) ●2次 口3次 ●

3岩 手 ◎h3.12 ◎後期 口 O 0後 期 ■ 0口 新しいタイプの学校

4宮 城 口h6.2 口 0 ｠ O O 口産

5秋 田 ●h6.1第4次 口 ●第5次 ●後期

6山 形 ◎第4次 ◎第・次改言丁i ◎第5次 ● ●更新版 口中高 一貫

7福 島 口h5.6 ｠ ｠ 0 ◎5次長期教育計画 ●中高一貫 ◎5次改訂版

8茨 城 ◎第8次 ｠｠ 口 o・ ●後期

9栃 木 o` ≡ ｠o 口 ●前期 口 後期●

10群 馬 □ ◎教育計画 ◎教育ビジョン Q｠ …
!

11埼 玉 □h5.12 口庁内検討 口 ｠ 0 ●前期 0中 期等 ●第2期 後期(案)●

12千 葉 □h3.2□ 口 口
i

O● 第1期1● 第2期1 ●第3期

13東 京 口 ●第1次 ●第2次 難 ・新たな難 計画

14神 奈 川 口 o・ i・ 後期

15新 潟 □h4.3 ◎第7次 ｠ 0 (毎年度実施計画案公表)

16富 山 口 ・ 口 ii口
==

O 前期●

17石 川 口 0 ◎学校教育振興ビジョン O

18福 井 口 ◎教育振興ビジョンii
ll

口

19山 梨 ｠・ Q｠ i口 口(庁 内中間 とりまとめ)
1

20長 野 ◎教育長期構想 ｠
旨
旧 多部制・単位制 口
1

・ ■(今 後の進め方)●

21岐 阜 …
旨

口 口 ｠Q ・ 旨

22静 岡 ◎新世紀教育計画 Q・ ◎教育計画 口 ○第2次 口産

23愛 知 口定時制通信制 口 0 ●1期 ・1期 ・次i ●2期 ●2期2次

24三 重 口h5.3 …
旨

教育振興ビジョン◎ 口 口0●1次 ●2次 ●3次

25滋 賀 口 口産 …
≡

Q` ≡ 口産 …
≡

26京 都 口h4.11 口産(総合学科) 口産0 ●1次 O・ ● ●4次 口 ●5次

27大 阪 口 ｠｠ ○ ● 口中高一貫 ｠ ｠・ …
=

28兵 庫 口 口 ●1次 口0後 期 口 ●2次

29奈 良 口 口 0

30和 歌 山 口 口 ○(案) ・

31鳥 取 口 口産 ○ ● ●(定通合わせた計画) 口 口産

32島 根 口h2.12 口 O
l

口定通 0後 期 口

33岡 山 口h2.3 口 ・ 口新しい構想づくり 口同研究委員会

34広 島 ■中長期ビジヨン ■ ■定時制通信制 ｠ ｠・
i

l●専門高校等1次
旨 0口 産

35山 ロ 口 Q C%3ン ロ 口中高一貫教育 □ ・ ・

36徳 島 口 口 ◎教育振興基本構想0 ｠

37香 川 口 ｠・ ・o 定時制通信制口 変更0 口

38愛 媛 口 口 口 0 口 O

39高 知 口 産 口 口 ●1次 ｠ ●2次

40福 岡 ｠・ ●第1次 ●第2次

41佐 賀 □ 口i● 第1次
1

●専門高校 2次 ●

42長 崎 口h5.6 口 口 Q｠ ●1次 ●2次 ●3次 ●4次 口

43熊 本 口 口産 口
旨○(素 案)Ol

=

44大 分 口h5.5 ◎4次 口 ◎5次 ｠・ 後期0

45宮 崎 口 0 口 ｠o 産口 産口
(毎年度学校教育
改革推進協議会)

46鹿 児 島 口 0 口 0

47沖 縄 ｠ 口 0

注)口は審議会答申等(口産は 産業審議会)、■は基本方針等(教委策定)、○は基本計画、●は実施計画、◎は教育計画(高校以外も対象)の 公表時期

を示す。答申等と基本的方針等、あるいは計画と実施計画が余り期間をおかずに公表されている場合は、それぞれ後者を優先して図示している。

網がけは、図に掲載の答申や計画に基づく全日制高校の統廃合(募集停止を含む)の実施時期を示す。
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4)再 編整備を軸 に進む最近の高校教育改革

平成20年12A現 在 、各都道府県にお ける最新 の審議会名称 あるいは計画名称 の うち、「高校教育改

革」と冠 しているのは12都 府県であ るのに対 して、「再編整備」と冠 してい るのは26府 県であ り、「再

編整備 」の方が2倍 を超 えている。中には、両方を冠 した もの もある。(5)こ の他 には、「将来構想」

や単 に 「整備」な どが用い られている。 この名称の付 け方 には、地方 によ り傾 向がある。大 き く見

れ ば、東 日本では 「高校教育改革」 の方が優勢 であるのに対 して、西 日本では 「再編整備」 の方が

明 らかに多い。九州 ・沖縄地方 に限れば、8県 の うち7県 が 「再編整備」 と称 してい る。

また、茨城県、長野県、三重県、広島県、徳 島県、愛媛県、大分県 では、以前 の審議会や計画の

名称 には 「教育改革」が用い られ ていたが、最近の審議会や計画の名称 には 「再編整備 」が用い ら

れ てい る。 この中には、審議会の名称 に 「教育改革」を用いなが ら、その後 の計画には 「再編整備」

を用いたケー スもあ り、そ こでは審議の核 心が再編整備 であった ことが窺 える。

以上か ら、全国的に見れば、生徒減少期 に入 ってお よそ10年 間の高校教育改革 は、個別学校の対

応 で進 んだ とい える。 しか し、その後の生徒減少の拡大に伴い統廃合 問題 が大き く浮上 し、全体の

大 がか りな学校間の調整 をす ることな しに、高校教育改革 の推進 は難 しくなってきた ことを表 して

いる。

(3)審 議会答 申や計画 にみ る高校教育改革の内容

では、審議会答 申や計画 において、どのよ うな教育改革が具体的に検討 されていたのか。「は じめ

に」で述べ たよ うに 「多様な教 育機会の提供」 に高校教育改革の 目標 はあった。そ して、その具体

的な方策 として、①新 しい タイプの高校の設置、②個別高校内部での多様 な教育 の展開、③他校 と

の連携 とい う、大き く見れば3つ の展開がな されてきた。 この3つ の展開の中で全国に共通 して導

入 が検討 され てい る改革 内容を整理す る。

1)全 日制課程の教育改革

表2は 、表1に 掲げた平成20年12,月 までの各都道府県審議会答 申や計画 において、「導入 を検討す

る」 とされ た主要な改革 内容(表 頭参照)に ついて、各都道府 県の該 当状況を全 日制課程 について

ま とめた ものでる。

全 日制 の普通科につ いては 「新 しい コー スの設置」や 「総合学科へ の転換 」、専門学科につ いては

「福祉科や情報科等の学科設置」が8割 を超 える都道府県であがってお り、検討 が進んでいる。総合

学科 については、「通学範 囲に必ず設置す る」とい う水準 を検討 してい るのは、38都 府県で ある。ま

た、 「中高一貫教育校」、 「全 日制への単位制導入(総 合学科を除 く)」、 「総合選択制の導入」 といっ

た学科区分 に関わ らない改革内容 も8割 を超 える都道府県 であがってい る。

表 中の○は平成12年 度以前の答 申や計画によるもの、◎ は平成13年 度以降の答 申や計画 による該

当状況を示 してい る。 両者 を比較すれば、13年 度以降に検討が進 んだ内容 として 「専門学科 にお け

る各学科 の方 向性 」や 「総合選択制 の導入 」をあげ られ よう。(6)

従来、 コー ス制の導入や総合学科への転換 な どの普通科改編、あるいは新 しいタイプの高校の整

備 な どが優先 されたきたが、それ も一段落 して、専門学科 の全般 的な見直 しの検討へ と高校教育改

革 の重心がシフ トしてきた ことを表 してい る。

2)定 時制課程の教育改革

定時制課程 における主要な高校教育改革 としては、「多部制 ・定時制の導入」、「定時制 と通信制の

併修」、 「科 目履修や聴講制度の導入」 をあげるこ とができる。 この内容か ら分 かるよ うに、定時制
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高等学校教育改革の動向と課題

整備計画等にみ る高校教 育改革の概要(全 日制)

〈平成20年12月現在〉
審議会答申表2

普通科 専 門 学 科 総合学科 全日制へ
の単位制
の導入*2

総合選択
制導入

学校間
連携

中高一貫

教育校*3
コース設置、

総合学科
へ転換

各学科の
方向性 拠点校化

理数 国際
等の学科

福祉、情報

等の学科

専攻科の
設置
通学範囲
に設置*1

1 北海道 0 0 O 0 0

2 青森 0 O O 0 0 0 0

3 岩手 0 0 0 O O O 0 0 0

4 宮城 O O O 0

5 秋田 0 0 0 O O 0 0 0 0

6 山形 0 0 O O 0 0 0 0

7 福島 0 0 0 O O O 0 0 0 0

8 茨城 0 0 O O 0 0 0 0

9 栃木 O O 0 0

10 群馬 0 0 O O O 0 0 0

11 埼玉 0 0 0 O O O 0 0 0 0

12 千葉 0 0 0 0 0 0 O 0 0 0

13 東京 0 0 0 O O O 0 0 0

14 神奈川 0 0 O O 0 0 0 0

15 新潟 0 0 0 O O 0 0 0

16 富山 0 0 0 0 O O O 0 0 0 0

17 石川 0 0 O O 0 0

18 福井 0 0 0 0 O O O 0 0 0

19 山梨 0 0 0 O O 0 0 0

20 長野 0 0 0 0 O O 0 0 0 0

21 岐阜 0 0 0 O O 0 0 0

22 静岡 0 0 0 0 O O 0 0 0

23 愛知 0 0 0 O O 0 0

24 三重 0 0 0 0 0 0 O 0 0 0 0

25 滋賀 0 0 0 O O 0 0 0 0

26 京都 0 0 O O O 0 0 0

27 大阪 0 0 0 O O 0 0 0 0

28 兵庫 0 0 O O O O 0 0

29 奈良 0 0 O O O 0 0

30 和歌山 0 0 O O 0 0

31 鳥取 0 0 O O O 0

32 島根 0 0 O O 0 0

33 岡山 0 0 0 O O O 0 0 0 0

34 広島 0 0 0 0 O O 0 0 0

35 山 ロ 0 0 0 0 O O 0 0 0 0

36 徳島 0 0 0 0 O O 0 0 0 0

37 香川 0 0 O O 0 0

38 愛媛 0 0 0 0

39 高知 0 0 O O O 0 0

40 福岡 0 0 0 0 O O 0 0 0 0

41 佐賀 0 0 O O 0 0 0

42 長崎 0 0 0 0 O O 0 0 0

43 熊本 0 0 0 O O 0 0

44 大分 0 0 O O 0 0 0

45 宮崎 0 O O 0 0

46 鹿児島 0 0 O 0 0 0 0

47 沖縄 0 0 0 O O O 0 0 0

計 41(10) 33(11) 16(6) 31(9) 41(11) 13(5) 38(9) 44(7) 38(12) 29(5) 46(12)

○は、平成12年 度までの答申や計画において導入を検討するとされた項目。◎は13年度以降の答申や計画に示されたもの。計の括弧内は、

平成13年度以降の答申や計画に示された件数で内数。なお、導入済みの場合は答申や計画に盛り込まれないことがある。

網がけは、平成20年 度現在において都道府県立高校に総合学科が設置されていることを示す。

網がけは、平成20年度現在において都道府県立の全日制単位制高校(総 合学科を除く)が 設置されていることを示す。

網がけは、平成20年 度現在において都道府県立の中高一貫教育校(実 施形態を問わない)が 設置されていることを示す。

 

濁

刈
紐
紹
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課程の高校教育改革の特徴は、全 日制課程 の ように多様 な高校 を設置す るのではな く、高校 を集約

しなが ら、特定の高校 に複合的な役割 を持 たせ る方向にある。

3つ の改革 メニ ューの うち、特 に平成13年 度以降に新 たに検討す る として取 りあげ られ る府県が

多いのは、 「多部制 ・定時制 の導入」である。12年 度 までの答 申や計画においては、 「定時制 と通信

制 の併修 」の方がむ しろ多かったが、その後 、数の上では逆転 して平成20年 には全都道府県 の答 申

や計画に盛 り込まれている。その一方で、「科 目履修や聴講制度 の導入」をあげる府県数 は、答 申や

計画の上では伸びていない。

3)高 校教育改革の検討 と計画

以上、全 日制 と定時制 における審議会答 申と計画の内容 を概観 したが、各都道府県の経過 をよ り

詳 しく追 うと、全体的な傾 向 として次 の2点 が指摘 できる。一つは、新 しく答 申が とりま とめ られ、

計画が策 定 され るたびにそれまで検討ない し計画 に至 らなかった改革 メニ ュ0が 新たに追加 され る

こと、そ して、その結果 として一つ の府 県で幅広 く様 々な改革 を手がけ、全国的に同 じよ うな改革

が進む ことである。 も う一つは、各都道府 県 とも類似 の状況 にあ ると見 られ る府県 あるいは隣接の

府県の動 向を参考に しなが ら、同 じよ うな改革 を導入す る傾向にあるこ とである。

3.新 しいタイプの高校の整備 と成果 ・課題

(1)新 しいタイプの高校の整備

これまでの見てきた各都道府 県の答 申や計画 は、実際 どの程度 実現 されたのであろ うか。多様な

高校教育改革 の実施状況 を網羅的に追 うことは難 しいので、 ここでは代表的な新 しい タイプの高校

について整備 の実現状況 を見てゆきたい。

1)総 合学科

平成11年9,月 に当時の文部省 は、「教育改革 プログラム」を改訂 し、当面、総合学科 を設置す る公

立高等学校 が高等学校 の通学範 囲(全 国で500程 度)に 少 な くとも1校 整備 される ことを 目標 とす る

とした。 そ こで前掲 の表2で は、通学範囲に1校 以上設置す ることを検討 した り、計画 してい るか

についての該 当状況 を整理 し、平成20年 度現在 の総合 学科 の設置の有無 を網 がけで示 している。

総合学科 は、すでに平成12年 度 には全ての都道府 県の公立学校 に整備 されている。 しか し、設置

数 とな ると、平成20年 度現在、福井県、奈 良県、熊本 県ではわずか1校 にとどまる一方で、兵庫県

14校 、大阪府14校 、広 島県13校 、神奈川 県11校 、北海道10校 と総合学科 を持 つ高校が二桁 に達す る

府県 もあ り(以上は全 日制の公立校数)(7)、総合学科の設置数は都道府県 によ り大 き く異なってい る。

20年 度には、公立の総合学科高校 は295校(全 日制 と定時制 を合わせ た数)を 数 え(8)、 国の 目標

の6割 近 くになる。全 国的 に通学 区域 を撤廃す る動 きがあ り、通学範 囲に少 な くとも1校 とい う整

備 目標 にほぼ到達 している と判 断 され る都道府県の割合 は、この全 国の到達割合(6割 近 く)以 上

に高いのではないか と考 え られる(9)。

2)全 日制単位制高校(総 合学科 を除 く)

総合学科 を含 め単位制高校 は、先述の教育改革プ ログラムで高校教育の個性化 ・多様化 を進 める

ために整備促進 を図る とされた。公立の全 日制課程 にお ける単位制高校 の設置数は平成20年 度現在 、

475校 であ り、 この うちの6割 近 くが総合学科高校 である。

表2の よ うに、審議会答 申あるいは計画において、総合学科 を除 く全 日制単位制高校 を設置 を検

討す るとされ てい るのは全国の44都 道府 県である。 これ に対 して平成20年 度現在整備 され てい るの

20



高等学校教育改革の動向と課題

表3審 議会答 申 ・整備計画等にみ る高校教 育改革の概要(定 時制)

〈平成20年12月現在〉

定 時 制

多部制 ・単位制の導入
*1

定 時制 ・通信制の併修
*2 科目履修聴講制度

1 北海道 0 0

2 青森 0 0

3 岩手 0 0

4 宮城 0 0 0

5 秋田 0 0

6 山形 0 0

7 福島 0 0 O

8 茨城 0 0

9 栃木 0 0 O

10 群馬 0 0

11 埼玉 0 0 0

12 千葉 0 0 O

13 東京 0 0 O

14 神奈川 O*3 0 O

15 新潟 0 0 O

16 富山 0 0 0

17 石川 0 0 0

18 福井 0 0 0

19 山梨 0 0 O

20 長野 0 0 O

21 岐阜 0

22 静岡 0

23 愛知 0 0 O

24 三重 0 0 O

25 滋賀 0 0

26 京都 0 0

27 大阪 0 0 O

28 兵庫 0 0 0

29 奈良 0 0 O

30 和歌山 0

31 鳥取 0 0 O

32 島根 0 0 O

33 岡山 0 0 0

34 広島 0 0 0

35 山 ロ 0 0

36 徳島 0 0

37 香川 0 0 O

38 愛媛 0 0

39 高知 0 0 O

40 福岡 0 0

41 佐賀 0 0

42 長崎 0 0 O

43 熊本 0 0

44 大分 0 0

45 宮崎 0 0

46 鹿児島 O*3 0 0

47 沖縄 0 0 O

計 47(14) 44(9) 27(4)
注)○ は平成12年 度 までの答 申や計画等 で導 入を検討す るとされた項 目、◎ は13年 度 以降のもの 。

計 の括弧 内は、平成13年 度以 降の答 申や計画に示 された件数(内 数)。

なお、導入済み の場合 は、答申や 計画に盛 り込まれない場合 がある。
*1網 がけは、現在 、都道 府県立高校 に多部制 の単位制 高校が設 置されていることを示す 。

*2網 がけは、現在 、都道 府県立高校 において定通 併修 が実施されていることを示す 。

*3多 部 制の定 時制高校 は設置 していないが、併設する全 日制 ・定 時制 相互で併修 が可能 。
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は38都 道府県 であ り、設置 されていないのは9県 となってい る。(10)

3)中 高一貫教育校

平成11年 の導入開始 にもかかわ らず、 中高一貫教育校 の設置についての検討 と整備 は早 かった。

現在、設置 の是非の検討 について最後の1県 となった鳥取県の審議会 で、検討 が進 め られ てい る。

鳥取県で中高一貫教 育導入の検討 が遅れたのは、学科改編等 も含 め、全ての県立高校(全 日制)を

対象 とした 「高校教 育改革実施計画」の完成年度が平成16年 度であ り、途 中の段階で、新 たに中高

一貫教育を組み込む余地 が無かったこ とも一因 と見 られ る
。(11)

平成20年 度現在 、公立 の中高一貫教育校 を設置 していないのは4県 である。 その うち、神奈川県

では、21年 度 に中等教育学校 が開校予定であ り、連携型 中高一貫教育校 についても設置の準備が さ

れ てい る。長野県 では審議会 答 申で、富山県 では基本計画 において、設置の方向性 が示 され てい る。

ところで、中高一貫教育校 には、中等教育学校、併設型 中高一貫教育校、連携型 中高一貫教育校

とい う3種 類 の実施形態 がある。20年 度現在 の公立学校 の実施形態別設置数 は、中等教育学校が21

校、併設型 が61校 、連携型が79校 の計161校 である(国 私立計では338校)。 近年 は、併設型や 中等教

育学校 の数 が増 えているが、連携型 の伸びはあま り見 られ ない。 ここで再び、平成11年 の教育改革

プログラムに戻れば、「当面 は、高等学校 の通学範 囲(全 国で500程 度)に 少 な くとも1校整備 され る

ことを 目標 に整備 を推進す る」 とされてい る。公立のみでは3割 強の達成率に過 ぎないが、国私立

を合わせ る と総合学科 の国公私立計 の323校 を上回る338校 とな り、 目標の3分 の2に 届 くことにな

る。

次 に、都道府県別 の実施形態別 の公立設置数 をみ ると、中等教育学校 と併設型 を合わせ た学校数

は、最 も多いのが新潟県 と東京都 の6校 、次 いで福岡県 と和歌 山県の5校 、 さらに、佐賀県 の4校

の順である。他方、連携型では、最 も多いのが北海道 の9校 、東京都 の6校 、福 島県、福井県、三

重県の4校 となる。東京都は、中等教育学校 と併設型 、そ して連携型 ともにま とまった数 の設置 と

なっている。和歌山県及び福 岡県も連携型 を設置 してお り、東京都 と同様 に3っ の実施形態 がそ ろ

えて中高一貫教育を行 ってい る。 これ に対 して、新潟 県、兵庫県、福 岡県、宮崎県は、中等教育学

校 と併設型 、つま り県立学校 中心の設置であ り、北海道 、福島県、福井県、三重県な どの連携型 中

心 の整備 とは対照的である。

この よ うに、いずれ の実施形態 を設置す るかは都道府県 によ り異 なってお り、地域の状況 、中高

一貫教育校 の設置に よる改革のね らいや手法の違い を読み取 ることができる
。

4)多 部制定時制高校の設置

定時制課程 において近年増加 の傾 向にあ るのが、いわゆる 「多部制 の定時制課程」である。 これ

は、1日 の うち特定の時間帯に授業 を行 う課程(部)を 複数組 み合 わせて置いて、生徒 の生活パ タ

ー ン等に合 わせた科 目履修 を可能 とす るものである
。複数 の部 をまたがって履修 できるよ うにす る

ことによ り、3年 間で卒業す ることが可能である。

表3で は、定時制課程 の多部制 あるいは単位制 について導入 を検討す るとされ た都道府県 を丸印

で示 し、平成20年 度現在、多部制 の定時制課程 を有す る都道府 県について網 がけを施 した。 これに

よる と、多部制 あるいは単位 制の導入の検討 については、全都道府県 の答 申あるいは計画 で触れて

いる。 しか し、多部制 の定時制高校 の設置(12)と なる と、西 日本 ではそ こまで至 っていない府県 も

少 な くな く、東西の差 がはっき りと表れている。

なお、神奈川県 と鹿児 島県では、定時制課程 について午後か ら夜 間にかけて授業の時間帯 が設 け

られ、3年 間で卒業できる仕組 み となっていた り、 さらには併設す る全 日制課程 の授 業を併修す る
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ことも可能 とす る高校 が設置 され てい る。 これ らは、多部制定時制 を発展 させ た形態 とい うこ とも

できる。(13)

5)定 時制 ・通信制 の併修

定時制課程 に籍を置 きなが ら通信制課程 において も履修 を可能 とす る、いわゆる 「定通併修」制

度 の導入 は、全国的には、多部制 ・単位 制の導入 よ りも早 くか ら行 われてい る。現在、定時制 ・通

信制の併修制度は全都道府県で導入 されている。

しか しなが ら、定時制高校 いずれ もが学年制 を とっているよ うな県 を中心に、実質的に活用がほ

とん どなかった り、併修制度の活用 が低調 な場合 も見 られ る。香川県 においては、平成19年3月 の

「定時制 ・通信制 の今後の在 り方 につ いて」(報 告書)(14)に おいて、定通併修 など単位制 であるこ

とを大幅に生 か し整備 を図るよ う提言がな され た。 これ を受 け、平成19年12月 に県立高校 の再編整

備基本計画 が変更 され 、準備 が行 われてい る。 また、大分県では、平成22年 度 に、多部制定時制及

び通信制 を置 き、相互 の開設科 目の履修 を可能 とす る新 しい高校 が開校す る。

この よ うに、定時制課程 と通信制課程 を一体的 に設 け、一つの高校 内で定通併修 を可能 とす る定

時制課程 と通信制課程 の拠点校 の整備が全 国的に進んでいる。

6)高 校改革の進捗

上記の新 しい タイプの高校 の整備 の進捗状況 は、多少 の例外はあるに して も、審議会の答 申を受

けて計画 された改革メニューが、多少の調整 が図 られなが ら着実に実現す る様子 を表 している。

それは、大 き く見れ ば各都道府県 とも一通 りの改革メニュ0を 検討 し計画 してお り、全 国同 じよ

うな改革が浸透す る過程 と見えるが、実は細 か く見れば、改革メニューそれぞれ の重点の置 き方 と

い う点では濃淡があ り、各都道府県 の実情に合 わせて選択的 に進 め られてい るとま とめ られ よ う。

(2)新 しいタイプの高校の成果

審議 と計画 に膨大な時間 と労力 を掛 け、 さらに多額 の経費 を注いで実施 され た高校教育改革は、

どのよ うな成果 をもた らしたか。 引き続 き新 しい タイプの高校 を対象 に、その成果 を検討す るこ と

によ り探 ってい きたい。

表4は 、本特集 の もととなった調査研 究にお ける8府 県 の報告内容 を整理 したものである。 この

要点はす でに特集 の冒頭 で述べ られ てい るので、以下では、余 り重複 のない よ うに、成果 の概要 を

説 明す る。

1)総 合学科

普通科 、専 門学科 に続 く第三の学科 として登場 した総合学科は、普通科や専門学科か らの学科改

編 を行って設置 された り、複数校 を統合 して設置 され るケ0ス がほ とん どである。新 しい学科への

変更のインパ ク トは非 常に大き く、学校の活 性化や再編整備 に大き く貢献 している。広島県 では、

平成7年 か ら11年 にかけて12校 の総合学科を設置 し、教育改革推進県 であることを全国に強 く印象

づ けた。 これ らの学校 の受験倍 率について総合学科への改編以前後 を比べ ると、ほぼ全ての学校が

改編前を上回った と報告 されている。(15)この ことは、総合学科が生徒 に とっての学校選択 を実質的

に拡大 した ことを証 明 してい る。

もちろん、この成果 は、「趣 旨を生か した取 り組 み」によるところが大きい。表4に よると大幅な

科 目選択 を行い、主体 的に学習す る とい う総合学科のね らい に関連 して、多 くの県では学習意欲の

向上が成果 としてあがってい る。 このほか、責任感 の育成や人格形成への効果 、不登校 か らの立 ち

直 り、大学進学率や就職率の上昇 な どがあ る。
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2)全 日制単位制高校(総 合学科 を除 く)

単位 制高校 の特色 は弾力的な履修形態にあ り、 自分の学習計画に基づ き、興 味 ・関心に応 じて科

目選択を行 い学習に取 り組みたい とす る生徒 ニーズに応 えたことが設置の成果 である。趣 旨を生か

した取 り組み による成果 については、実際に、生徒の興 味 ・関心、能力適性等 に応 じた多様 な履習

を可能 とし、 自らの学習計画に基づ き学習ができる体制 が整備 され てい ることが報告 され てい る。

神奈川 県の卒業生アンケ0ト 調査結果では、8割 を超 える生徒が学校生活に満足 してお り、その理

由 として 「興味や 関心 に応 じた学習」 「さま ざまな選択科 目」が上位 を占めてい る。(16)さらに、教

員へのアンケー ト調査 でも8割 の教員が新 しいタイプの高校の設置 の 目的 を達 してい るとす る回答

結果が示 され てい る。

3)多 部制定時制高校

多部制 の定時制高校 は、昼間 も含 め、生徒 の生活パタ0ン に合 わせ て授 業を受 けることのできる

定時制の高校 であ り、設置の成果 は、 さま ざまなニーズを持つ生徒 に応 えることができ ることであ

る。また、幾つかの定時制高校 を集約す る形 で設置 され るこ とが多いこ とか ら、再編促進 にもつな

がっている。

大多数 は、他の部の科 目履修 を行 うことによ り修業年 限3年 で卒業 できる仕組み となってお り、

特 に昼間部 で志願 率が高い ことか ら、設置の意義 を確認 できる。

趣 旨を生か した取 り組み による成果 については、多様 な科 目が設定 されてお り、科 目選択 の 自由

度 が大きい ことが 自己責任の 自覚や主体性 の育成、生徒 の個性発揮 につながってい ると報告 されて

いる。 この他、 中退率や休学率の低下、就職希望者 の就職率の高 さ、過年度 生や不登校経験者の卒

業割合の高 さ、進学実績 の高 さが指摘 されているが、 これ らの成果 は学校 ごとの個別的な傾 向を見

せてい る。

表4新 しいタイプの高校の成果

新しいタイプの高校 設置による効果 趣旨を活かした取り組みによる成果

総合学科高校

・学校の再編

・学校の活性化

・生徒の学校選択の拡大

・学習意欲の向上

・責任感の育成や人格形成に効果

・不登校からの立ち直り

・主体的な学習の成果→中途退学者の減少

・生徒指導の減少

・進学率や就職率の上昇

全日制単位制高校 ・自由度の高い履修を望む二〇 ズに応える ・生徒 の多様な興味 ・関心、能力 ・適性 に応える

多部制定時制高校 ・多様なニーズを持つ生徒へ の対応

・自己責任の自覚

・主体性の育成

・中途退学率や休学率の低下

・地域連携が深まる(連)

・小 中高の連携に発展(連)

・連携型高校への進 学率上昇(連)

・基礎 ・基本の定着(連)

・合 同部活 による技術の向上(連)

・中高教員の相互理解の進展(連)

中高一貫教育校
・中高一貫校 の選択 が可能に(中 ・併)

・他の小中高への刺激 に(中 ・併)

・地域の期待や信頼が高まる(中 ・併)

・生徒交流 により社会性 ・人間性が成長(中 ・併)

・個性伸長や才能の発見(中 ・併)

・主体 的に取り組 む姿勢(中 ・併)

・教育課程の特例 による学力伸長(中 ・併)

・きめ細かな指導(中 ・併)

注1)国 立教育政策研究所「今後の後期中等教育の在り方に関する調査研究」(最終報告書)第1部 をもとに作成

注2)中 高一貫教育校の欄の(連)は 連携型、(中・併)は 中等教育学校及び併設型の指摘事項。(表5も同様)
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4)中 高一貫教育校

成果は実施形態に よ り違いがある。まず、連携型における設置の成果は地域連携 に見 られ る。幼

(保)・ 小 ・中 ・高へ の連携 に発展 した、連携高校 への進学率が高まったな どである。 これ に対 して

中等教育学校や併設型 では、公 立中学校においても中高一貫教育の選択が可能 になった、再編 によ

り新 しい学校 に一新 された、地域 の信頼や期待 が高まった、他の小 ・中 ・高校へ の刺激 になった、

な どがある。

次 に、趣 旨を生か した取 り組 みによる成果 を見 ると、生徒の変容等 については、連携型 では、基

礎基本の定着及び合 同部活動に よる大会成績 の向上がある。 これに対 して、中等教育学校や併設型

では、中学生 と高校 生の交流に よ り社会性や人 間性 において成長 が見 られ ること、特色ある学習の

実施 によ り個性伸長や 才能の発 見が図 られ、主体的に取 り組む姿勢 ができているこ と、 さらに、学

力定着や教育課程の特例 を活用 した学力伸長 が見 られ るな ど、連携型 よ りも多 くの成果 があげ られ

てい る。

教員の立場 か ら見た成果 については、連携型 では、教員交流の成果 が大 きい ことが分かる。 中学

校 と高校 の教員相互の理解が進 む、教員交流 によ り授業公 開や評価 が進む、生徒 の把握 が容易 にな

り指導に役 に立つな どである。授業交流に よって教員配置 がな され ていない教科 を埋め ることがで

き、教科指導体制が充実す るといった小規模校 な らでは成果 もあ る。他方で、中等教育学校や併設

型 では、生徒 に対するきめ細かな指導ができるな どがある。

(3)新 しいタイプの高校の課題

表5は 、表4と 同様 に、特集 のも とになった調査研究 におけ る8府 県の報告 内容 を、生徒 の状況、

教員の指導等、教育条件整備 の3つ の観 点か ら整理 した ものであ る。

ところで、審議会答 申や計画策定 が繰 り返 し行われ る府県では、新 たな検討 をす る際には、過去

の成果を検証 しなが ら進 め られている。生徒や教職員へ の高校教育改革 に関す るアンケー ト調査 を

実施す る場合 もある。 そこで以下では、表5を 基本 としなが ら、答 申や計画に掲載 されている課題

を加 えて、広 く課題 の構造 を把握 していきたい。

1)総 合学科

第一に、生徒の状況 については、楽な科 目選択 をす る生徒の存在 がある。 そ して、教科 の基礎 基

本 の定着 が課題 となってい る。 このため、基礎的な科 目については必修化 を図った学校 もある。成

果 で述べた学習意欲 の向上、主体 的な学習へ の取 り組 みな どの成果 をあげ る生徒 がい る一方 で、 自

分 の進 路 目標 が決ま らず、学習意欲 が希薄になる生徒 が生 まれている。つま り、学ぶ姿勢 の二極化

が見 られる ことである。

第二に、教員の指導 に関す る大 きな課題 は、ガイダ ンスやカ ウンセ リング、キャ リア教育 の充実

である。 生徒 が主体的に学び、進路 を決めてゆ くには適切 な助言や指導が大切 であるが、その体制

が十分でない と考え られ てい る。 も う一つの教員 に関わる課題 は、総合学科に対す る教員 の一層の

理解の必要性 と多様 な生徒への対応 を図 るための教員 の力量向上にある。普通科や専門学科 での教

員経験では対応できないこ とが少 なか らずあ り、総合 学科 の教員 としての研修 、人材 育成 が必要 と

なっている。 関連 して、人事異動 がある中で、取 り組 みの継承 をいかに図 るか も課題 として指摘 さ

れてい る。

第三に、総合学科 に共通す る条件整備 の大きな課題 は、生徒の希望す る科 目を開講できない こ と

である。教員配置は限 られてい るので希望者 が少ない科 目は開講できないばか りでな く、最近では

25



少了化に伴 い学級数 が減 り、連動 して教員 の配置数が減 ってい ることも原因 となってい る。 また、

総合学科 の特色 を生か した科 目にふ さわ しい施設設備 の整備 も重要な課題 としてあがっている。

なお、生徒 のニーズや実態に応 じて科 目設 定を行 うことが求め られ るが、大学進学希望者 が多 く

な り、一部 では普通科 との違いがはっき りしな くなってきてい る学校 もある。

上記の よ うな課題 を受 けて、 ごく最近の審議会答 申や計画では、総合学科の整備 を見直す方 向性

が示 されている。

・総合学科 としての特性が発揮 しに くくなってい る学校 については、普通科へ の移行 を含 めた見

直 しを行 う。(広 島県 「県立高等学校再編整備基本計画」平成20年6月)

・これまでの総合学科 の系列 か ら学科 としての位 置づけ とす る(山 香農業高校 と日出陽谷高校の

発展 的統合計画、大分県 「高校改革推進計画」平成20年8月)

・今後 は、複数の職業系専門学科 を置 き、生徒が特定の学科に所属 しなが ら、一定の範 囲で他の

専門学科 の科 目を選択 して学習す る 「総合産業高校」の設置が望ま しい。(福 井県 「高等学校教

育問題協議会」答 申、平成20年6月)

2)全 日制単位制高校(総 合学科 を除 く)

表5で は、安易な科 目選択、学習意欲や 目的意識 の低 い生徒の増加 、単位制 に対す る教員 の共通

理解の不十分 さな どがあげ られているにとどまる。内容 的には、いずれ も総合学科であげ られた課

題 に含 まれ る。

3)多 部制定時制高校

第一に、生徒の状況 については、生徒集 団へ の帰属意識 が希薄化す ることがあげ られている。

第二に、教員の指導等 については、進路を保証す るために学力を付 けることである。 また、多部

制 の定時制 であることに対す る教員 の共通理解 と教員 の資質向上が課題 となってい る。 これ には、

多様な生徒へ の対応能力 も含 まれ る。 さらに、特別支援 を要す る生徒 の在籍 が増 えてお り、そのた

めに指導力 の向上が課題 となっていることは特 に注意を払 う必要がある。

第三に、人的整備 については、多様な生徒へ の対応 に追 われ教職員 は極めて多忙であって、教職

員配置定数 の改善が課題 とされている。物 的整備面では、生徒それ ぞれが時間割 が異な るために、

時間割作成等 の事務処理 にコンピュー タ設置 が不可欠 となってい る。

4)中 高一貫教育校

課題 も実施形態に よ り違いが明確で ある。第一 に、生徒 の状況については、中等教育学校 ・併設

型 では、6年 間の中だるみの克服 が課題 としてあげ られ てい る。一貫教育でのゆ とりの在 り方の研

究、特色 ある学習を実施 して個性 の伸長に結びつ けること、教育課程 の特例 を活用 した学力伸長な

どが取 り組むべ き課題 として指摘 されてい る。

第二に、教員の指導等 については、連携型 においては、連携高校へ の進学者 の減少 とい う事態の

改善、中高一貫 した進路指導が課題 となっている。また、連携型 高校以外の高校への進 学者 がい る

中で、連携型 中学校 において連携型高校進 学を前提 とした教育課程 を組む ことの難 しさがある。

他方、中等教育学校 ・併設型 の課題は主 として高校段 階にあ り、連携型 と対照的であ る。 まず、

内進生 と外進生の教 育課程の検討 に代表 され るよ うに、進度や学習経験の異なる内進生 と外進生そ

れぞれへの指導の工夫 を課題 としてあげている。また、高校の学習 について行 けない内進生 の存在

は深刻 であ り、関連 して中学校入学時の選抜方法の改善 も課題 となってい る。 さらに、6年 間の一

貫教育の中で生徒は さまざまに成長 を とげ、進路希望 も多岐 にわたるのでそれ に合わせ た進路指導

の工夫 も課題 となっている。
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第三に条件整備 につ いては、連携型では、連携の取 り組みの継続 に配慮 した人事異動、中高一貫

教育校や併設型では、中高教員 による効率的な校務分掌な ど双方の教員の連携 、指導経験 のない学

校種の生徒 を対象 とした指導方法 の研修な どがあげ られ てい る。 なお教員加配 は、実施形態 に拘わ

らず課題 とされている。 この他 の条件整備 として、 中等教育学校 ・併設型では、施設の充実 、通学

費補助、寄宿舎運営の改善が課題 とされている。

ところで、中高一貫教育校 は中学校段階を含 んでい ることか ら、他 の新 しいタイプの高校 には見

られない地域 をめぐる課題が生 じてい ることには注意が必要であ る。連携型 の場合 に特に悩 ま しい

のは、中高一貫教育の活動が活発 になって も少子化の影響 が大き く、連携型 高校への進 学者 の減少

が止ま らない とい う問題 である。三重県では、連携型高校1校 が昨年度募集停止 を行った。石川県の

平成19年10月 の再編整備計画には、連携型 高校2校 の募集停止の方 向が打ち出 された。

中等教育学校 ・併設型 においては、市町村 立の地元中学校への影響 をいかに抑 えるかが課題 とな

ってい る。生徒募集 に際 しての競合、 さらには地元 中学校 の男女比へ の影響 がある。

表5新 しいタイプの高校の課題

新しいタイプの高校 生徒の状況 教員の指導等 教育条件整備
・安易な科 目選択 ・ガイダンス

、カウンセリング、キャリア
・限られた教員配置では生徒

・学ぶ姿勢の二極化 教育の充実 の希望する科 目開設に制約

総合学科高校 ・基礎 ・基本 の定着 ・総合学科についての教員の理解不 ・生徒減少により教員配置数も

足 減少
・多様な生徒への対応 ・施設設備の整備

全 日制単位制

高校

・安易な科 目選択

・学習意欲や目的意

識に課題

・単位制に対する教員の理解不足

多部制定時制

高校

・集 団への帰属意識

が希薄化

・進路実現のための学力向上

・多部制単位制についての教員の共

通理解
・特別支援教育を要する生徒の増加

に伴う指導力向上

・教職員体制の充実

・時間割作成事務等のための

コンピュータ整備

・連携型中学校から

の進学者が増えな

い(連)

・進路実績の向上・進路指導(連)

・人事異動に影響されない取組の継

続(連)

・市町村単独負担による教員

加配の難しさ(連)
・県と市町村との連携(連)

霧
・中だるみの克服

(中・併)

・内進生と外進 生の教育課程の調整

(中・併)
・中学校入学者の決 定方法の改善

(中・併)
・多岐 にわたる進路への指導の工夫

(中・併)

・教職員体制の充実(中 ・併)

・施設の充実(中 ・併)

・通学費の補助(中 ・併)

・寄宿舎運営の改善(中 ・併)

注1)国 立教育政策研究所「今後の後期中等教育の在り方に関する調査研究」(最終報告書)第1部 をもとに作成

4.高 校教育改革の成果 と課題

以下では、これまでの整理 ・検討 をもとに高校教育改革 の成果 と課題 をま とめる。

(1)高 校教育改革の成果

1)多 様化 ・弾力化の実現

高校教 育改革がめ ざしたのは、教育の多様化 ・弾力化 であ り、それ は実際に審議会答 申、計画策
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定、そ して計画の実施 を通 じて、徐 々に実現 されてきた ことを本稿 では明 らかに してきた。高校教

育改革の第一 の成果 は、高校教 育の多様化 ・弾力化の実現 であろ う。

2)再 編整備の促進

生徒減少期 に入って本格的な高校教育改革 が可能にな り、 この10数 年間の高校教育改革 は、個別

学校 ごとの改革か ら高校教育改革 の全体像 を構想 しなが ら、ま とまった形で改革 を推進す る形 に変

わっていった。その過程では、生徒減少の進行 とともに学校統合 も重要な整備手法 として組み込ま

れ、新 しいタイプの高校 の設置を中心 に教育改革が加速 した といってよい。今 日の教育改革 は、再

編整備 といわば表裏 の関係 にある。成果の第 二は、再編整備 を促進 したことである。教育改革 によ

り学校 が新 たに生まれ変 わるとい うメ ッセ0ジ は、再編整備の 当事者 ・関係者 の意識 を高め、再編

整備 を円滑に進 めることができた。(17)

3)高 校教育の在 り方への示唆

第三に、高校教育改革 の進展 によ り改めて証 明 された ことがあげ られ る。 それ は、次の3点 であ

る。一つは、学校規模 の縮小に よる多様な教育活動の制約 である。多様な生徒 を受 け入れ 、生徒の

様 々な二〇 ズに応 えるには、ある程度の学校規模が必要 になる。例 えば、総合学科では一 定の学校

規模が確保 されて こそ多数の系列 が開設でき、幅広い学習 を提供 できる。系列 開設が少 なければ、

自由な科 目選択が うたい文句の総合学科は看板倒れ となる。学級減 のために開設す る系列や科 目の

削減 を余儀 な くされた総合学科 は少 な くない。全国的に この問題 は浮彫 りとなってきた。 また、多

部制定時制高校の整備 が、従来の定時制高校 を統合 し集約す る形 で実施 されていることも、一定の

規模の必要性 を示 している。

二つめは、新 しく制度 を設けて形 を整 えるだけでは、教育改革の成果はあが らない とい う点であ

る。表5の 新 しいタイプの高校 の課題では、複数箇所 で制度 に対す る教職員 の理解や取 り組みが指

摘 されている。教職員 の意識 が特 に大切であ り、制度 にふ さわ しい運営体制 と労力が合 わ さって初

めて機 能す るこ とを示 してい る。

三つめは、現在 学力保証が学校教育の大きな課題 として浮上 してきてい るが、生徒の 自由な選択

に任せていたのでは、学力保証 の実現は容易 ではな く、対策が必要 であるとい う点であ る。概 して

総合学科 を含 め、単位制高校 の課題 として指摘 され ることが多い。単位 制高校 では、 自立 した生徒

を前提 とした教育課程 が組まれているが、それ を うま くこなす生徒 とそ うでない生徒に二極化す る

傾 向がある。そ うでない生徒への対策が特に重要 となってい る。

(2)高 校教育改革の課題

1)財 政逼迫の影響

現在 は、全 国的 に厳 しい財 政状況 にある。 このため、多 くの府県 では、なかなか新 しい事業 に

踏み切れない。 とりわけ、校舎 の耐震補強を抱 えるところでは、耐震補強以外 の施設設備整備が凍

結 され、施設設備整備 を伴 う高校改革が足踏みす る事態 も生まれている。先の総合学科に関 してい

えば、学級減 があって も教員加配 を行い教員数 を維持すれ ば系列や科 目開設 の維持ができるが、そ

のよ うな加配 は当然難 しい。それ どころか、全 国では学校運営の効率化 を求める動 きも強まってい

る。(18)この よ うに、物的、人的 な条件整備 が十分にできず、教 育改革 の停滞 ない し後退が始 まって

いる。

2)教 育改革の効果低減

また、新 しい改革メニューが順次実施 され るために、従来の改革効果が低減す る事態 も生 まれて

28



高等学校教育改革の動向と課題

いる。例 えば三重県は、新 しいタイ プの高校 の設置割合 が高い府 県の一つであるが、総合学科 と普

通科の差別化 が図 りに くくなっている とされ る。高校教育改革に早 くか ら取 り組 んだ府 県では、新

しい タイプの高校 も一通 り整備 され、高校 改革事業間の調整が必要 な時代に入 ったのではないか と

考 え られる。

3)教 育改革の理念 と現実

新 しいタイ プの高校 が設置の趣 旨(理 念)通 りに運営 されてい るか と言 えば、必ず しもそ うでは

ない。例 えば、総合学科 は原則 単位制 とされ てい るが、純粋 に単位制 か とな るとそ うではな く、実

態 は学年制 に近い運営 を行 っている学校が多い。単位制 のみの考え方 では、十分 な生徒指導 ・進路

指導 をや ってい けない とす る意見 もある。 それ は純粋 な単位 制 を行 ったのでは、個々の生徒への必

要 な指導が行 き届かな くなるか らであろ う。総合学科以外 の単位制高校 においても同 じよ うな状況

が生まれている。

学校運 営の現実 とのズ レをど うす るかは、今後の教育改革 を進 める際 に残 され た大きな課題 とい

える。

4)生 徒減少への対応

生徒減少 のた めに、教育改革の効果が薄れ るこ とは、繰 り返 し述べ た とお りである。各学校 とも

漸次生徒減少 が進行す る とな ると、総合学科 に限 らず従来可能であった教育活動 の幅が狭 め られ る

ことになる。その時に、学校 統合 を図 り学校規模の確保 を図 り多様 な教育展開を維持す るか、それ

ともそのままにす るか、重要な政策判断 を求め られ ることにな る。

静岡県 と静 岡市は、県立高校 と市立高校 による2組 の統合の準備 を現在進 めてい る。(19)また、県

立高校 の校舎 の中に市立あるいは町立の 中学校 が同居 し、中高一貫教育 を行 ってい るケースが高知

県 と静岡県にある。 さらにる(20)、長崎県 の離島では、高校 が統合 されれ ば実質的に高校教 育機会 を

失 う生徒 が出て くることか ら、1学 年1学 級 の高校 を本校 として存続 させ小中高一貫教育に取 り組

んでお り、成果が生まれている。(21)生徒減少 が深ま る中で高校教育改革 を今後 ど う描 くかの ヒン ト

の一つが、 ここに見 られ る設置者 を超 えた連携 ・協力ではないか と考 え られ る。

(3)高 校教育改革の新 たな局面

ここまで高校教育改革 は多様化 ・弾力化 をめ ざしてきた。そ して、それは生徒 の側か ら見れば、

「選択」がキー ワー ドになっていた。本稿 か ら明 らかになったのは、多様化 ・弾力化の推進 には限

界 があることである。理 由の一つ は厳 しい財政事情、次 に、生徒 は果 た して多様 で弾力化 された環

境 を十分に活 かせたか とい う問題 、 さらには 「確かな学力」 を身につ けることが学校教育の大 きな

課題 として浮上 してきたこ とにある。

したがって、現在 ま さに、高校教育改革の新 たな局面に入 ってきた と考 えられ る。多様化 ・弾力

化 を推進 してきた これ までの高校教育改革の成果 ・蓄積 を踏ま え、少子化社会 にふ さわ しい効率の

良い高校教育改革の在 り方 を探 る ことが求め られてい るのではないか。

本稿 は、屋敷和佳 「高校教育改革 ・再編整備 と新 しいタイプの高校 の設置」国立教育政策研究所

『今後の後期 中等教 育の在 り方に関す る調査研究(最 終報告書)』(研 究代表:工 藤文三)平 成20年

3月 、9～24頁 をもとに資料更新 を行 うとともに、全 面的に書 き改めたものである。
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〈注 〉

(1)こ の時期の高校制度や高校急増対策の課題を検討 した研究書として、小森健吉編『高校制度改革の総合的研究』1986、

多賀出版がある。また、急増期後の減少期をも視野に入れたシミュレーション研究として、市川昭午、岩木秀夫、屋敷

和佳 「首都圏における高等学校長期総合計画」『日本教育行政学会年報第16号 、1987が ある。

(2)臨 時教育審議会の答申や中央教育審議会の審議が背景にある。

(3)本 表は、『今後の後期中等教育の在り方に関する調査研究(最 終報告書)』(研 究代表:工 藤文三)平 成19年 度調査研

究等特別推進経費調査研究報告書、国立教育政策研究所、2008の11頁 掲載の表に各都道府県教育委員会ホームページ資

料を追加するとともに、加筆修正 して作成 した。

(4)鳥 取県のように、すでに計画が終了し、新たに審議会を設けて審議中の県もこの数に含めている。

(5)平 成18年2月 に最終報告をとりまとめた徳島県の審議会の名称は、「高校教育改革再編整備検討委員会」であった。

(6)図1に 示す期間の前半と後半の動向を比較するため、平成13年度で区切り二分 した。平成13年 度以降の答申や計画に

「専門学科における各学科の方向性」と 「総合選択制の導入」を初めて盛り込んだ府県の数は、それぞれ、20年現在取

りあげている府県の約3分 の1を 占める。

(7)平 成20年 度 『学校基本調査報告書』による全 日制課程の学校数である。

(8)内 訳は全 日制264校 、定時制26校 、全 日制 と定時制併設5校 である(同 上報告書)。なお、国公私立計では、323校 と

なる。

(9)整 備 目標500校 という数字は、教育改革プログラム策定時の全国の通学区域の数から導き出されてお り、通学区域の

撤廃が進んでいる現在、実質的な通学区域は広がっていることが背景にある。

(lo)香川県では、平成8年 に三木高校が全 日制の単位制高校として開校 したが、平成6年12.月 の審議会(高 校教育問題研

究協議会)答 申では、特に単位制について触れていない。このように、答申や計画等の記述は無いが整備が行われてい

るものも現実には幾つかある。

(il)鳥取県は東京都 とともに、大がか りな教育改革 ・再編整備の検討 ・実施について、先導的な役割を果たした。平成15

年12月 の第7期高等学校教育審議会の答申では、「設置の是非も含めさらに検討することを求める」 としており、現在設

置されている 「教育審議会」に引き継がれている。

(12)全 国には、多部制であっても部を超えた履修はできず、3年 間で卒業できない仕組みの高校が若干ある。

(13)鹿児島県立開陽高校、神奈川県立川崎高校、神奈川県立厚木清南高校。

⑳ 「定時制 ・通信制ステップアップ協議会」

(15)河 田敦之 「広島県の教育改革」国立教育政策研究所 『今後の後期中等の在 り方に関する調査研究(中 間報告書)』2007、

96頁

(16)田 中時義 「神奈川県」国立教育政策研究所 『今後の後期中等の在 り方に関する調査研究(最 終報告書)』2008、98頁

(i7)小学校や中学校の統廃合に比べ、関係者の反対が比較的少なく実現する一因でもある。

(18)例 えば、愛媛県教育委員会 「県立学校再編整備計画」2008.8で は、「厳 しい財政上状況の中、県立高等学校の運営に

要する予算も削減を余儀なくされてお り、学校経営の面か らも効率化を図ることが必要である。」と県立高校の現状と

課題を説明している。

(19)静 岡県 ・静岡県教育委員会 ・静岡市 ・静岡市教育委員会 「静岡市内の公立高等学校の共同具体構…想」2008.3

⑳ 高知県立嶺北高校、静岡県立佐久間高校

(21)小値賀町教育委員会ほか 「平成20年度長崎県小値賀地区小中高一貫教育 研究紀要」2009.2
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